
地 区 の 名 称

地 区 の 面 積

建築物の用途の制限

地
　
区
　
整
　
備
　
計
　
画

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区施設の配置及び規模

（昭和２５年政令第３３８号） ３　共同住宅、寄宿舎又は下宿
（以下「政令」という。）第１ ４　集会所又は診療所（患者の
　３０条の３で定めるもの 　収容施設を有するものを除

　く。）

３　共同住宅（住戸の数が２の 　て、保育に欠ける乳児又は幼

　収容施設を有するものを除 　童福祉施設を除く。）

（住戸の数が３以上の長屋を除 　く。）
　く。） ５　日日保護者の委託をうけ

　事業所（児童福祉法にいう児

　もののうち建築基準法施行令 　七号に定めるもの

　長屋を除く。） ２　住宅でその他これに類する
２　住宅で事務所、店舗その他 　用途を兼ねるもののうち政令
　これらに類する用途を兼ねる 　第１３０条の３第一号及び第

名　　　　　　　称

　良好な住宅市街地を形成するため、区画道路及び公園を適切に
配置する。
　また、宅地開発事業等により整備された道路と公園について
は、その機能が損なわれないよう維持保全する。

８　かき又はさくの構造の制限

３　建築物の建築面積の敷地面積に対する割合の最高限度
４　建築物の敷地面積の最低限度

７　建築物等の形態又は意匠の制限

東広島市黒瀬町楢原の一部

面　　　　　　　積

位　　　　　　　置

約１.０ヘクタール

１　建築物の用途の制限
２　建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限度

　周辺の低層住宅地と調和した閑静で良好な環境の住宅地の形成
を図るため、本地区を、戸建ての専用住宅を主体とした「低層住
宅地区」と住宅を主体とした「中高層住宅地区」に区分し、それ
ぞれの地区にふさわしい土地利用の誘導を行う。

道路　幅員９メートル、１路線、延長約　３０メートル
　　　幅員６メートル、３路線、延長約３２０メートル

４　集会所又は診療所（患者の

の建築物は、建築してはならな の建築物は、建築してはならな

　本地区は、黒瀬町の中心地の北西約１キロメートルに位置し、
県道矢野安浦線に近接した自然環境に恵まれた地区である。
　このような環境を活かして、良好な住宅市街地の形成を図るた
め、地区施設を整備するとともに、適切な土地利用の誘導を行う
ものである。

　次の各号に掲げる建築物以外 　次の各号に掲げる建築物以外

緑地　約３２０平方メートル

６　建築物の高さの最高限度
５　壁面の位置の制限

低層住宅地区

東広島都市計画地区計画の決定(東広島市決定)

地区施設の整備方針

 都市計画楢原燈明平地区地区計画を次のように変更する。

楢原燈明平地区地区計画

　周辺環境と調和した良好な環境の住宅地の形成を図るため、建
築物等について、以下の制限を定める。

土 地 利 用 の 方 針

建築物等の整備方針

地 区 計 画 の 目 標

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針

中高層住宅地区

約０．４ヘクタール 約０．６ヘクタール

　ものに限る。） 　児を保育する福祉事業を行う

い。 い。
１　住宅（住戸の数が３以上の １　住宅
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敷地面積に対する割
合の最高限度

建築物の高さの最高
限度
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建築物の用途の制限

建築物の建築面積の
敷地面積に対する割
合の最高限度

壁面の位置の制限

　側の境界線から当該建築物の
　後退距離（当該建築物（地盤

　までの真北方向の水平距離

　から後退した建築物について
　は、「前面道路の反対側の境
　界線」は、「前面道路の反対

　のに５ｍを加えたもの 　の水平距離に、１．２５を乗
　じて得たもの
　　ただし、前面道路の境界線

　においては、当該部分から前
　に、１．２５を乗じて得たも 　面道路の反対側の境界線まで

１０分の１０ ―

１　１０メートル １　当該部分から全面道路の反
２　当該部分から全面道路の反
　対側の境界線又は隣地境界線 　が２０メートル以下の範囲内

　く。）

　１６５平方メートル

　建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの水
平距離は１メートル以上とする。
　ただし、この限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部
分が次の各号のいずれかに該当する場合においては、この限りで
はない。

　もの（政令第１３０条の５の
９　前各号の建築物に付属する

　５の各号に掲げるものを除

　るもの

　各号に掲げるものを除く。）
８　公益上必要な建築物で、政

６　巡査派出所、公衆電話所そ

　令第１３０条の５の４で定め

　の他これらに類する政令第１　て、保育に欠ける乳児又は幼

１０分の５

　供する部分の床面積の合計が

　に類する用途に供するものの

　ただし、巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令第
１３０条の４の各号で定めるものについては、この限りではな
い。

　ただし、広島県建築基準法施
行細則（昭和５３年広島県規則
第３６号）第１７条第１項各号
の一に該当する敷地について
は、１０分の６とする。

―

建築物の敷地面積の
最低限度

１　外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３メートル
　以下であること
２　物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メー
　トル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内である
　こと

　建築物の各部分の高さは、次
の各号に定めるもの以下としな
くてはならない。

建築物の各部分の高さは、次の
各号に定めるもの以下としなけ
ればならない。

　対側の境界線までの水平距離

５　日日保護者の委託を受け

　３０条の４で定めるもの　児を保育する福祉事業を行う

７　前各号の建築物に付属する
　の（３階以上の部分をその用

　童福祉施設を除く。）
　うち政令第１３０条の５の３

　事業所（児童福祉法にいう児

　もの（政令第１３０条の５の
　途に供するものを除く。）

７　店舗、飲食店その他これら

　３０条の４で定めるもの
　５００平方メートル以内のも

６　巡査派出所、公衆電話所そ
　で定めるもので、その用途に　の他これらに類する政令第１



　

　

建築物等の形態又は
意匠の制限
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　　　るもの

（３）建築物等を利用して表示
　　するもので、次のいずれか
　　に該当するもの

　　イ　建築物等の高さを超え

　　ア　屋根又は屋上に設置す
　　　るもの

　　で、高さ（脚部、露出基礎
　　等を含む。）が６メートル
　　を超えるもの

（１）表示面積の合計が１０平
　　方メートルを超えるもの
（２）独立して設置するもの

　用して表示し、又は広告物を
　掲出する物件を設置してはな
　らない。

　やむを得ないもので、次の
　（１）から（３）に掲げるも
　のは、建築物又は工作物を利

３　広告物のうち、広島県屋外
　広告物条例第６条第３号に規
　定する自己看板その他慣例上 ―

　を利用して表示し、又は広告
　物を掲出する物件を設置して
　はならない。

　条例（昭和２４年広島県条例
　第７２号）第６条に掲げるも
　のを除き、建築物又は工作物

　第２条第１項に定めるものを
　いう。以下「広告物」とい
　う。）は、広島県屋外広告物

　ならない。
２　屋外広告物（屋外広告物法
（昭和２４年法律第１８９号）

　み車庫及び公共の用に供する
　施設等は除く。）を設けては

　の工作物（道路に面する掘込

　のに１０ｍを加えたもの

１　築造した擁壁には、床板等

　対側の境界線又は隣地境界線
　までの真北方向の水平距離
　に、１．２５を乗じて得たも

　に１．２５を乗じて得たもの
　に２０メートルを加えたもの
３　当該部分から前面道路の反

　れの部分から隣地境界線まで
　の水平距離のうち最小のもの
　に相当する距離を加えたもの

　る部分を有する建築物にあっ
　ては、当該部分から隣地境界
　線までの水平距離に、それぞ

　ものをいう。）に相当する距
　離だけ外側の線」とする。
２　高さが２０メートルを超え

　０条の１２で定める部分を除
　く。）から前面道路の境界線
　までの水平距離のうち最小の

　面下の部分その他政令第１３



かき又はさくの構造
の制限

備 考

　かき又はさくの構造は、次の各号に掲げるもののいずれかとす
るものとする。
　ただし、門柱又は公共公益施設に設けるもので安全上やむを得
ないものについては、この限りではない。
１　生け垣
２　地盤面からの高さが１．５メートル以下の網状その他これに
　類する透視可能なもの(基礎等の構造部を設置する部分の高さ
　は、４０センチメートル以下とする。）
３　地盤面からの高さが１．２メートル以下のブロック塀、石積
　みその他これらに類するもの

区域、地区及び地区施設の区域は、計画図の表示のとおりとする。

　東広島都市計画区域及び黒瀬都市計画区域の統合により、黒瀬都市計画地区計画が東広島都市計
画地区計画に名称が変更となることから、黒瀬都市計画地区計画の名称及び地区番号を東広島都市
計画道路の名称及び地区番号に変更する。また、市町合併に伴う住居表示の変更により、位置の表
示を変更する。

理由




